
原子力防災 現状原子力防災の現状
（福井県（ 福島県）の場合を中心として）（福井県（･福島県）の場合を中心として）

NPO 安全安心アカデミ 総会NPO 安全安心アカデミー総会
2015.5.22

学福井工業大学 吉岡 滿夫

原子力の環境安全確保･環境監視についての考え方原子力の環境安全確保･環境監視についての考え方
福井県福井県の原子力三原則：①安全確保 ②地域同意 ③恒久的福祉･地域振興の原子力三原則：①安全確保 ②地域同意 ③恒久的福祉･地域振興
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福井県福井県の原子力三原則：①安全確保、②地域同意、③恒久的福祉･地域振興の原子力三原則：①安全確保、②地域同意、③恒久的福祉･地域振興

ⅠⅠ．【安全哲学】．【安全哲学】
①①安全の確保 確認 安心の獲得安全の確保 確認 安心の獲得①①安全の確保・確認、安心の獲得安全の確保・確認、安心の獲得
②②信頼の原則信頼の原則、国民・住民からの付託対応、国民・住民からの付託対応
③③透明性確保・情報公開の原則透明性確保・情報公開の原則・情報提供・説明責任の履行・情報提供・説明責任の履行 → → 住民･国民住民･国民理解理解

④測定理念 確立 保持 持続 継承④測定理念 確立 保持 持続 継承④測定理念の確立・保持・持続・継承④測定理念の確立・保持・持続・継承

ⅡⅡ．【測定理念】．【測定理念】
①検出目標等の明確な目標設定 立場の明確化（保守側 ﾘ ﾘ ｸ 決定論 全体論等）①検出目標等の明確な目標設定、立場の明確化（保守側・ﾘｱﾘｽﾃｨｯｸ／決定論・全体論等）

②正確な測定・事実の把握

③抜け落ちのないモニタリング／γｽｶｲｼｬｲﾝや呼吸等の避けられない項目に対する対応

④バランス確保（炉・放出・環境／外部被ばく・内部被ばく） →→国矛盾･ｱﾝﾊﾞﾗﾝｽ是正国矛盾･ｱﾝﾊﾞﾗﾝｽ是正

⑤環境実証／公的基準立脚／Consensus立脚

⑥データ・トラブル・事件・事故・失敗＝財産認識⑥データ・トラブル・事件・事故・失敗＝財産認識⑥デ タ トラブル 事件 事故 失敗＝財産認識⑥デ タ トラブル 事件 事故 失敗＝財産認識

⑦莫大なInventory（放射能内臓）→Insurance（保険）→危機管理→デザイン
⑧デザイン（設計・計画）が根幹→システム作り・ルール作り、総合化・集中一元化

⑨施設安全 環境安全 緊急時対策の連動性の認識⑨施設安全・環境安全・緊急時対策の連動性の認識

⑩平常時・緊急時の不可分性の認識（即時対応、24時間体制）
⑪環境屋的視点・素人的視点⇔科学的視点の保持･敷衍((安全文化醸成安全文化醸成)) 、⑫評価ｼｽﾃﾑ､品質管理ｼｽﾃﾑ

⑬基準提供 判断材料提供／技術証明 技術立脚 普遍化 ⑭過去の意識 経験 認識 知見の継承過去の意識 経験 認識 知見の継承⑬基準提供・判断材料提供／技術証明・技術立脚→普遍化、 ⑭過去の意識・経験･認識･知見の継承過去の意識・経験･認識･知見の継承

⑮施設内・環境間のFeedback／研究･Routine間のFeedback
⑯合目的･合理的モニタリングの追求／合目的･合理的な技術革新



放出される放出される放射性物質と環境放射線モニタリングの概念放射性物質と環境放射線モニタリングの概念
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● 具体的測定項目

防護対策

③④国安全審査・評価の対象外

● 具体的測定項目

緊急時・原子力防災 ◎ 問題点の１つ

ｷｬｯﾁﾌﾚｰｽﾞ・スローガン !!
抜け落ち･欠落のないモニタリング

クリティカルなものに重点を置いたﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ 避けられないものに重点を置いたﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

3.11東日本大震災後福島第1原発で何が起きたか

福島第1 正門 線量率
4

（ 発生した出来事：SBO, UHSにより）

全ての原子炉 : 3/11 14:46 原子炉自動停止

14:47 全交流電源喪失

#1 3/11 15 37 冷却機能喪失
原災法 第15条 線量率

#1:3/11    15:37  冷却機能喪失

17:00頃 燃料露出

20:00頃 炉心溶融

3/12     14:30 ﾄﾞﾗｲｳｪﾙ(D/W) ベント.
水素爆発

原災法 第 5条 線量率

︵

新15:36 水素爆発

#2:3/14  18:00頃 燃料露出

23:00頃 炉心溶融

3/15 0:02 ﾄﾞﾗｲｳｪﾙ(D/W) ベント

原災法 第10条 線量率

新
︶

規
制3/15       0:02 ﾄ ﾗｲｳｪﾙ(D/W) ベント.

06:00 （水素爆発 ？）

#3:3/13  08:00頃 燃料露出

09:20 ｳｪｯﾄｳｪﾙ(W/W) ベント. 

制
基
準

3/14     11:01 水素爆発

22:00頃 炉心溶融

#4:3/15  06:00頃 (#4:定期検査中) 

燃料プ ル 水素爆発

住民避難･退避の発令状況、
推移等の詳細は政府報告書

住民避難･退避の発令状況

燃料プール 水素爆発

作業者被ばく(（5月31日時点） ： 但し，死者なし

‐ 緊急時の被ばく線量限度: 250mSv
100mSv超過:30 人 （→7/13時点：111人）

推移等の詳細は政府報告書
＜F1＞

3/11 20:50  2km 避難
3/11 21:23  3km 避難
10km 屋内退避 ‐100mSv超過:30 人 （→7/13時点：111人）

‐ (3～4月全作業者 6,792人中) 

‐最大被ばく線量: 678mSv
(外部,88内部,590)

（7月13日時点）

最大被ばく線量: 678mSv (外部,88内部,590)
但し、何の放射線障害も発現せず。

10km 屋内退避
3/12 05:44  10km 避難
3/12 18:25  20km 避難
3/15 11:00  20～30km 屋内退避
4/11 20キロ圏外に計画的避難区域等

（7月13日時点）

‐250mSv超過 : 9 人（→6人）
‐5月以降, 100mSv 超過なし (全作業者7,080人中)

by  NISA

/ 0キ 圏外に計画的避難区域等

＜F2＞
3/12 07:45  3km 避難
10km 屋内退避
3/12 17:39  10km 避難

（新）原子力災害対策指針



10000
福島第1及び第2敷地境界大気中放射能濃度

5敷地内 ／ 一般環境 の 境界
ではどうなっていたか チェルノブィル近縁ではクリティカル

10000

福島第１ I‐131

福島第１ Cs‐137

福島第１・第２ 敷地境界大気中放射能濃度 月間平均濃度 (Bq/m3)

I-131 Cs-137 Cs-134 I-131 Cs-137 Cs-134

福島第１ 福島第２

揮発性＋粒子状 揮発性＋粒子状

1000

q
/m

3
)

福島第１ Cs‐134

福島第２ I‐131

福島第２

３月(3/19-3/31) 1751.0 44.1 43.1 328.0 88.8 91.0
４月 287.0 44.6 41.6 45.3 24.2 18.9
５月 12.8 19.2 17.4 3.3 16.9 15.3
６月 1.4 10.9 11.4 0.0 14.5 14.2

月

100

性
核

種
濃

度
(B
q 福島第２ Cs‐137

福島第２ Cs‐134

７月 0.15 2.38 2.53 0.00 0.53 0.45
全期間 236.0 21.5 20.5 42.4 21.2 19.8

Source ： TEPCO／吉岡

福島第2敷地境界は、ある特定方向の

空
気

中
放

射
性

福島第2敷地境界は、ある特定方向の
一般地域の代用。
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大気中放射性核種の吸入による成人の内部被ばく預託実効線量
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Year／Month／Day Source ： TEPCO

　大気中放射性核種の吸入による成人の内部被ばく預託実効線量
( mSv )

I-131 Cs-137 Cs-134 I-131 Cs-137 Cs-134

３月(3/19-3/31) 7.58E+00 1.91E-01 1.87E-01 1.42E+00 3.84E-01 3.94E-01

４月 2.87E+00 4.46E-01 4.16E-01 4.53E-01 2.42E-01 1.89E-01

福島第１ 福島第２

Source ： 吉岡

※（測定法に問題） !!
（1日20分､流量大小選択､ｸﾛｽｺﾝﾀﾐ発生）

東電の測定は濃度限度以下の証明のみに終始

642ｹ月後の航空機サーベイ結果

今回事故から生活線量で評価

　人口　                   2009.10.1 時点

　飯館村 6,189
　浪江町 20,686
　双葉町 6,917

大熊町 11 264　大熊町 11,264
　富岡町 15,755

( 計 ) 60,811

 南相馬市 一部, 少
(70,971)

　川俣町 15,810
　葛尾村 1,484
　川内村 2,915
　楢葉町 7,847

added by Yoshioka

2014/4/1～ 解除

3年後時点：避難民8万4千人

2014/4/1 解除

2014/9/10～ 川内村解除

不自由な生活（悲惨 ？）を強いられた人数

対策区域（規制区域）の縮小



事故時の被ばく：
1999年JCO事故の死者（2名）：

10,000mSv 、 18,000 mSv
死者なし。 ◎ （初期4ヶ月間の社員被ばく100mSv超111人､最大678mSv,一般人42.2万人中15mSv超12人､

7

治療回復（1名）→社会復帰：
6,000 mSv

死者なし。 ◎ （初期 ヶ月間の社員被ばく 00 S 超 人､最大678 S , 般人 . 万人中 5 S 超 人､
最大25mSvを全て含め障害発現なし）

ICRP：最も安全な産業･暮しのﾘｽｸより
更に安全な受容できるﾚﾍﾞﾙ

50mSv

食物から

大地から

宇宙線

更に安全な受容できるﾚ ﾙ

害が見られない放射線ﾚﾍﾞﾙ

食物から, 

0 .39

大地から, 

0 .38

宇宙線, 

0 .29

大気中ラド

ン, 0.4

線

大気中ラドン

国民の

平均線量

1.5mSv/年

単位：ミリシーベルト(mSv)/年

国立がんｾﾝﾀｰ等でも同じ説明

今回 福島県内の一般人の外部被ばくは 最大でも25mSv

ICRP 07年勧告における 確 率 的 影 響 の 名 目 確 率 係 数＝リスク係数（10－５／mSv）

がん 遺伝的影響 合計被ばく集団 今回､福島県内の 般人の外部被ばくは、最大でも25mSv、
15mSv以上は12人、ほとんど（99.9％以上）の人は BGを含め3mSv以下。

内部被ばくは最大でも 1 mSv （H25.3末42万2千人）

文科省発表 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ結果 添付資料より

全体 5.5 0.2 5.7
成人 4.1 0.1 4.2

原子力規制委員会
・規制庁

88
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旧防災指針による
飲食物の対策の指標値

特定避難勧奨地点（7/21～）

従来の対策指標
新 「災害対策指針

従来の対策指標
新 「災害対策指針」では

『線量の指標値』は示されず

　避難住民数・被災者数 （人）

計画的避難区域人口 緊急時避難準備区域人口

3/20時点 5/16時点 (4/22設定） (4/22設定）

避難区域（警戒区域）一次避難者

福島県内 40,642 7,239 約 10,000 約 58,500

県外避難 35,526

11/9/30 解除 !!

（ IAEA ）

原子力災害対策指針 「OILと防護措置」
（ OIL：運用上の介入レベル）　

基準の種類 基準の概要 初期設定値

10

重点的に防災対策を実施する範囲（概ね10km）→

PAZ：5km , UPZ：5～30km

災害対策指針の
飲食物摂取制限基準 （ＯＩＬ ６ ）

基準の種類 基準の概要 初期設定値

OIL 1
住民等を数時間内に
避難や屋内退避等を

させる基準
500μSv/h

緊　急
防 護

（ﾏｲｸﾛｼｰﾍﾞﾙﾄ ﾊﾟｰｱｳｱ）

皮膚β線 40,000cpm

同 13,000cpm(1月後)

早 期 地域生産物摂取制限

防　護
措　置

OIL 4 除染を講じる基準

（ｼｰﾋﾟｰｴﾑ）

早　期
防　護
措　置

OIL 2
地域生産物摂取制限、

及び1週間程度内に住民
等の一次移転させる基準

20μSv/h

同 ｸﾘ ｸﾞ
摂取制限実施判断のため

同ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ
基準

摂取制限実施判断のため
の核種濃度測定の地域を

特定する基準
0.5μSv/h

OIL 6 飲食物摂取制限基準 （　別　記　）

飲食物
摂　取
制　限

　（注）旧防災指針の避難･退避の指標「線量」の表現はない。

　　　　但し、IAEAには「線量」表現がある。

（原災法15条ﾚﾍﾞﾙ）
原子力災害対策指針のOILと防護措置 簡易模式図

（μSv/hはﾏｲｸﾛｼｰﾍﾞﾙﾄ毎時、cpmはｶｳﾝﾄ毎分） 食品衛生法の摂取制限基準と異なる

OIL1
500μSv/h

OIL2
20μSv/h5μSv/h

（OIL6 ）
0.5μSv/h

（原災法15条ﾚﾍ ﾙ）

避難（一時屋内退避）

安定ヨウ素剤一時移転（原災法10条ﾚﾍﾞﾙ）
飲食物ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ基準 超

↓

UPZ内（5～30km、場合によりUPZ外（PPA）も）線量率 ／ PAZ（概ね5km範囲内）

安定ヨウ素剤時移転
飲食物摂取制限

（原災法 条 ）
（いわば事故基準）

↓
飲食物核種濃度測定

↓
OIL6 超で飲食物摂取制限

体表面ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ
OIL4 超で除染この線量率状態の場で数日間居住した場合、

生活線量は凡そ 0.29mSv×居住日数(日)



屋内退避
飲食物摂取制限

莫大なインベントリーの存在

11

退避
（コンクリート屋内退避）

時移転 避難

飲食物摂取制限
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

流通（出荷）制限流通（出荷）制限

↓
過大又は余分な被ばくの回避
（心理的動揺・混乱の回避）一時移転及び避難

（避難所準備）

流通（出荷）制限流通（出荷）制限
（代替飲食物準備）（代替飲食物準備）

（心理的動揺 混乱の回避）

事故進展予測

安定ヨウ素剤服用安定ヨウ素剤服用

事 展予測
放出源情報

緊急時 タリ グ結果緊急時 タリ グ結果

（住民の行動に応じた
線量確認、線量評価）

（被災住民登録票により住民

緊急被ばく医療緊急被ばく医療
（ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ･除染）（ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ･除染）

緊急時モニタリング結果緊急時モニタリング結果

（SPEEDI拡散 影響予測）

（環境放射線情報の提供）

（被災住民登録票により住民
の行動掌握の必要あり）

（健康調査） （ｽｸﾘ ﾆﾝｸ 除染）（ｽｸﾘ ﾆﾝｸ 除染）

除染

（SPEEDI拡散･影響予測）

（気象予測）

（健康調査）

立入制限
交通（流入）制限

防災業務従事者防災業務従事者
の防護の防護

除染
被ばく線量評価

事後対策
風評被害対策の防護の防護

（全体に亘る被ばく管理）（全体に亘る被ばく管理）
風評被害対策

（訴訟等への対応）

除染等の後対策を考慮する必要あり防護措置の解除。 → 体制の解除 除染等の後対策を考慮する必要あり

Fig.10 原子力防災・緊急時モニタリングの目的･行動原理

国 （原子力安全委員会 食品安全委員会）

オフサイトセンター(OFC)内組織
 ＝　原子力緊急時合同対策協議会
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今回､福島県では実質的に

設けられず。
（新）災害対策指針、
NRA活動ﾏﾆｭｱﾙ等で

（法定）

  国、　（原子力安全委員会、食品安全委員会）

  県　 (+他県支援)、　気象台

  電気事業者,  (他電気事業者支援)

関係機関 *

（従来）
  関係機関 *

  *:警察、　　消防

    自衛隊

    海上保安庁

（独）放射線医学総合研究所

参集
・

　　（独）放射線医学総合研究所

    （独）日本原子力研究開発機構

　　（財）原子力安全技術センター

   日本分析センター、　等々

( OFC内機能班)

各機能班へ

( OFC内機能班)

総括班 医療班

オフサイトセンター管理運営・

各班連絡調整・情報管理

合同対策協議会運営

緊急時医療

ヨウ素剤投与
事故進展予測：ERSS

広報班 住民安全班

住民広報

報道広報

退避・避難等実施案

住民状況把握

影響予測：SPEEDI

事故状況把握

　（含放出予測）

事故進展予測

ERSSシステム活用

ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ

運営支援

プラント班 運営支援班

ERSSシステム活用

放射線班 （各県等）

緊急時モニタリングセンター

（ＥＭＣ）

（含各県内事業者＋

モニタリング,

放射線影響予測と

　放射線影響評価

ライフライン確保

オンサイトチーム
他県・他事業者支援）SPEEDI システム活用

（主は国）

ﾌﾟﾗﾝﾄﾁｰﾑ（ or 事故処理班）
実動対処班従来と比べ､変った部分



県ﾃﾚﾒｰﾀ・ｱﾗｰﾑﾚﾍﾞﾙ0.25μGy/h

通常0.05～0.11 降雨時最大＋0.13 ●国 (新)災害対策指針
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警戒配備0.5μGy/h
福井県緊急時モニタリングセンター

８班
総勢約125人体制

ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀ 待機施設体制

→事故対策本部設置

ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ・待機施設体制
（隣接OFC活用）

活用設備：

（線量予測）

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ活動

情報統合表示装置
局地拡散予測ｼｽﾃﾑ

放射能統合DB
高機能ﾓﾆｶｰ

可搬MP自動収集
ｶ ﾅ ﾞｼ ﾑ

可搬型MP

ＳＰＥＥＤＩ

防護対策
基準値

防護対策
基準値

ﾓﾆｶｰﾅﾋﾞｼｽﾃﾑ
体表面ﾓﾆﾀ
電子線量計

退避施設測定表示･見守り隊

インターネット

△(新)原子力災害
対策指針では、
従来は示されていた
避難 退避等の指標判 定 判 定

防護対策

避難･退避等の指標
線量は表現されて
いない。

防護対策 ●災害対策指針の各OILと比較し

緊急時モニタリングに関連する全体フロー

ﾘｱﾙﾀｲﾑ放射線情報
はi‐mode, Web, 防災Ｎ

原子力災害の特殊性、災害想定、（予想される質問）
考えておくべき事項
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福島NPS事故後の対策によ 原子力（発電所）

放射線は五感に

感じない

ﾈｯﾄ等で即時･誰にで
も公開。｢見える｣化。

立地県 隣接県 びり事故の可能性は更に､ま

た極めて低くなっている。
事故の特殊性

を理解する 放射線影響が出現

立地県･隣接県及び
全国的に

放射線監視網増強

「いつでも 今にも とこでも」の

するまでには

時間的余裕がある

災害影響想定

「いつでも･今にも･とこでも」の
考え方は適当ではない

災害影響想定

放射能放出なし
希ガスのみ放出
（検出： 低＜高）

希ガス･放射性ヨウ素
放出（検出：低＜高）

希ガス･放射性ヨウ
素以外の（放射性ｾ
ｼｳﾑ等）放出（検出）ｼｳﾑ等）放出（検出）

影響出現開始（及び期間）想定 短期間 比較的長期間
確認が最優先

被災住民･避
難者 掌握

影響出現地点（或いは範囲）想定 狭範囲 比較的広範囲

難者の掌握

集結所･一時
避難所等のモ

ニタリング

・ ○○町へはどれ位の影響があるのか

・ どれ位の線量で影響が現れるのか
・ ヨウ素剤の効果とはどういうことなのか

・ 個人避難してもよいのか
・ ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀの種類･使い方は？＜要注意＞ cpm とは何か？
・ 飲食物のモニタリング、それに基づく摂取制限はもっと早く、

即ち もっと優先度が高くなくてよいのかヨウ素剤の効果とはどういう となのか
・ 避難所は30km以遠でなくてよいのか

・ 避難(方法)、道路･経路･ﾙｰﾄは確立されているのか

即ち、もっと優先度が高くなくてよいのか
･指針の基準を超える線量率の放射線を浴びたり､飲食物摂取

制限基準値超の放射能を摂取した場合は､直ちに危険か



　Table 11　各段階における緊急時モニタリングの位置付け･意義

事故直後～1ヶ月程度
（長くて３ヶ月程度）

事故から半年
～１年

その後の半年～数年
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① 介入（対策）の実施の判断のためのモニタリング
　　（被ばくに直接係る空間線量､線量率､空気中核種濃度等）

② 対策地域の拡大等の見直しのためのモニタリング

③ 除染等の追加対策実施の判断のためのモニタリング

④ その他の心配や恐れに答えるためのモニタリング

⑤ 関連事項や検証のためのモニタリング
　　（通常は土壌や降下物等、航空機ｻｰﾍﾞｲ等広域モニタリング）

⑥ 放射線状況掌握のためのモニタリング

⑦ 対策区域縮小等の見直しのためのモニタリング
　 対策解除(判断)のためのモニタリング

⑧ 事後のモニタリング

（帰還可能線量か否かの確認等）

避難 効果(回避線量)や避難指示解除後の検証

＜積算線量､線量率以外は試料中放射性核種濃度＞

空間積算線量 線量率 間降 物 （定時 水） 飲料水 食

Table 12 緊急時モニタリング項目･方法、モニタリング区分、（特記すべき実施地点等）

避難･効果(回避線量)や避難指示解除後の検証

空間積算線量、線量率 月間降下物、（定時雨水） 飲料水、　食品（穀類等農林水産物）

大気浮遊じん 土壌（居住地、農地、林野） （↑飲料水、水道水、井戸水、地下水、ほか）

 学校、（児童福祉施設、公共施設、観光地等） （農業用ため池、下水道施設、廃棄物処理施設） （↗ 自家消費野菜、山菜類、野生鳥獣）

（水浴場、屋外プール） （公園、空港、港湾、河川、海域） （主食品、肉卵類、果実等を含む）

（常設ﾓﾆﾀ、仮設(可搬)モニタ、移動ｻｰﾍﾞｲ） ＜避難先等のモニタリング＞ 加工食品等

航空機サーベイ ＜避難解除のためのモニタリング＞ 日常食航空機サ ベイ ＜避難解除のためのモ タリング＞ 日常食

（広域モニタリング・詳細モニタリング） （汚染土､汚染廃棄物仮置場､中間貯蔵施設） 学校給食

○優先順位・重要度順位を考える ○ 「何が線量評価対象となるか、何を線量評価すべきか」を考える

ひとの被ばく形態　と 放射能・放射線の単位ひとの被ばく形態 と 放射能・放射線の単位
報道機関や国民の

誤解 例
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吸 入

経口摂取 主 に γ 線

（α, β）

（＝放射能）

による

（α, β）

Ｂｑ数の大小だけで判断せず
線量(Sv)の大小で判断する !!（より科学的な表現は「下限数量」ﾗﾝｸ　　

放射能  の
単位

どれだけ放射線を出す
能力があるか

ベクレル（Bq）

（　旧　ｷｭﾘｰ(Ci)　）

雨水・浮游じん・
飲料水・食品etc

内部被ばく線量

（最終的には預託線量）

線量(Sv)の大小で判断する !!（より科学的な表現は 下限数量」ﾗﾝｸ

（空気の）電離量＊

　　　　　　　　（γ線、X線に対して）

クーロン(C)/kg
（　旧　ﾚﾝﾄｹﾞﾝ(R)　）

空間線量測定

（宇宙線＋大地からの放射線ほか）

表示した量は
物理量か 物質にどれだけ

吸収されたか
グレイ（Gy）
（=Ｊ/kg）

空間線量測定

放射線 に 　（※α、β、γ線に共通） （　旧　ラド(rad)　） ※※

外部被ばく線量

γ線吸収線量Gy(ｸﾞﾚｲ)からＳｖ（ｼｰﾍﾞﾙﾄ）への換算：×0.8

物理量か
測定のための量か

関する単位
人体にどれだけ
影響を与えるか

ｼｰﾍﾞﾙﾄ（Sv）
（基本：J/kg×各種係数☆）

(　旧　レム（rem) ）

（人体への放射線影響
の共通の尺度）

放射線 ﾈ ｷﾞ を表す単位

内部被ばく

（預託線量）
外部被ばく＋

放射線ｴﾈﾙｷﾞｰの単位
　　（放射線の透過力等に関連）

ｴﾚｸﾄﾛﾝﾎﾞﾙﾄ(eV)
（電子ﾎﾞﾙﾄ (eV) ）

放射線のｴﾈﾙｷﾞｰを表す単位

（ eV=1.6×10－１９J ）

　＊γ線･Ｘ線に対する定義には空気ｶｰﾏ率（Gy/h）、　※※（特に管理区域内の）測定には実用量の1cm線量当量率（μSv/h）が用いられる。（換算はｱｲｿﾄｰﾌﾟ手帳・ICRP Pub.51）

　☆ 組織毎の等価線量を求めるには吸収線量に放射線荷重係数を乗じ、　実効線量を求めるには組織等価線量に組織荷重係数を乗じて、全ての組織分を加算する。



｢環境ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ指針｣で 外部被ばくで何故｢測定値に｢0.8｣を乗じ実効線量を求めるのか｣
（その根拠 ＜→ ICRP Pub.51 ＞ ‐‐‐但し旧単位（R） ）

「Ｒ｝から「Gy｝への換算： ×0.0087 → ∴ 「Ｒ｝から「Ｓｖ｝への換算： ×0.007
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環境 平均γｴﾈﾙｷﾞｰ

衆 住む 般 境 適公衆の住む一般環境に適用
する場合の選択
（ROT  or  ISO）

外部被ばく線量評価の前に

現在使われている測定値の単位の換算：アイソトープ手帳（第11版 p156）より

外部被ばく線量評価の前に、
測定値Gy 等に掛ける係数の理解のために

環境 平均 ﾈ ｷﾞ
環境 平均γｴﾈﾙｷﾞｰ

環境 平均γｴﾈﾙｷﾞｰ
環境 平均γｴﾈﾙｷ

放射線管理用のγ線用ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀは前方からの照射を対象としたものであり、その多くの出力は、実用量である 1cm線量当量率（μSv/h）である。 出典：ICRP,F

Table 9 規制委公開MP数等  立地県  隣接県 　（県従来はほぼ従来のEPZｿﾞｰﾝに相当） （県増設や事業者UPZは、ほぼUPZ及びPPAｿﾞｰﾝに相当）

立地県Web公開

MP数

事業者敷地境界

内外MP･MS数
規制委

公開

立地県Web公開

MP数

事業者敷地境界

内外MP･MS数

立地県Web公開

MP数

事業者敷地境界

内外MP･MS数道府県
規制委

公開 道府県
規制委

公開 道府県

2014.2現在 18

県従来 県増設 境界内外 UPZ 県従来 県増設 境界内外 UPZ 県従来 県増設 境界内外 UPZ
北海道 19 8 9 9 4 石川県 33 10 12 7 広島県 5
青森県 23 14 15 23 富山県 7 9 （山口県） 6
秋田県 6 福井県 29 18 37 32 30 香川県 4
岩 県 静 県 徳島県

MP数 内外MP MS数公開

MP数

MP数 内外MP MS数 MP数 内外MP MS数道府県 公開

MP数

道府県 公開

MP数

道府県

岩手県 7 静岡県 34 14 12 6 徳島県 4
山形県 26 岐阜県 8 12 愛媛県 25 8 17 6 9

宮城県 40 7 11 6 4 愛知県 5 高知県 5
福島県 3,647 24 2 15 三重県 4 佐賀県 12 18 17 4

茨城県 101 41 47 33 滋賀県 5 6 福岡県 13 13

栃木県 29 京都府 24 6 25 長崎県 13 7

群馬県 25 大阪府 22 8 大分県 5
千葉県 7 奈良県 4 宮崎県 4
東京都 5 和歌山県 4 熊本県 6
埼玉県 6 兵庫県 6 鹿児島県 13 21 10 5埼玉県 6 兵庫県 6 鹿児島県 13 21 10 5

神奈川県 19 31 島根県 29 11 19 6 沖縄県 4
山梨県 5 鳥取県 7 7 1

長野県 7 岡山県 8 3 3 全国 4,353

新潟県 29 9 19 9 (立地県･事業者の数え方はどの区分に入れるかで多少異なる。) 除福島 計 706

265 293 164 47 (合計 769)　　(規制委公開MP数には水準調査MPを含む) （JCO事故後） 212 187

↑ 134 103 95 8 ＋ 77 133 54 30 ＋ 54 57 15 9

　（過去の水準調査MP(ｵﾌﾗｲﾝ)は47 )

全国合計

ここでは積算線量計との棲み分け問題がある。

原子力規制委員会 HP ﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄ

福島県では､県HP＜ 空間線量＜福島県放射能測定マップ
課題：年間線量（積算値）がたやすく得られない



Table 16-2  積算線量評価ｼｰﾄ（：福島県積算線量定常ﾎﾟｲﾝﾄ） H23.3-H26.9 この表とは別にH25年度中に44地点の増設あり

評価対象期間： 110311 141009 ＜H25以降 地点番号ﾘﾅﾝﾊﾞ ＞ デ タ出典： 福島県H23 3月期 H23 H25年報 H26①②四半期報

積算線量測定結果の評価結果の｢まとめ｣
19不自由な生活を強いられている地域の線量

評価対象期間：　110311-141009　. ＜H25以降 地点番号ﾘﾅﾝﾊ ｰ＞ データ出典： 福島県H23.3月期･H23-H25年報、H26①②四半期報.

110311-110421又は

110311-110427(下2区分)
H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 *1

市町

村名
地点名 方位

距離

(km)

線量：mSv／期間
(41日間又は47日間)

年線量：mSv／y 年線量：mSv／y 年線量：mSv／y 年線量：mSv／y

1→15 山田岡 S 19 1.5 1.8 1.3 0.77 0.50

2→17 井出 S 16 2.0 3.3 2.2 1.13 0.50
繁

帰

属
No.

評価地点
推定方位･距離

（凡そ）

楢葉町

3→18 上繁岡 SSW 14 3.4 6.6 2.7 1.40 1.08

4→19 太田 SSW 12 3.7 7.9 5.2 3.70 3.06

5→21 小良ｹ浜 SSW 6 13.3 33.7 22.7 16.87 14.58

6→22 夜の森北 SSW 8 10.4 24.2 9 1
 *3 6.92 6.08

7→31 熊川 SSW 4 *2 79.8 52.5 36.47 29.79

8→30 野上 WSW 5 9.5 25.6 17.9 12.27 10.75

9→32 大野 SW 5 39.5 30.24 26.78

10→33 夫沢 WSW 4 126 2 94 70 84 85
福

富岡町

大熊町 （H24増設点）

（H24増設点）10→33 夫沢 WSW 4 126.2 94.70 84.85

11→35 長者原 W 4 77.1 58.2 38.8 28.80 25.82

12→36 清戸迫 W 5 7.2 11.1 7.7 5.71 5.17

13→37 郡山 N 3 4.3 7.8 5.5 4.47 3.95

14→38 長塚 NNW 5 15.8 23.1 16.2 15.78 10.47

15→41 小野田 NW 9 11.0 20.4 14.1 10.14 11.06

16→40 請戸 N 6 *2 1.4 1.2 0.87 0.72

17→42 幾世橋 N 9 1 1 2 5 1 7 1 31 1 18

島

県

（H24増設点）

双葉町

浪江町

17→42 幾世橋 N 9 1.1 2.5 1.7 1.31 1.18

18→50 耳谷 NNW 12 1.2 2.2 1.4 0.99 0.72

19→52 関場 NNW 16 1.5 4.2 3.4 2.40 1.93

20→49 大井→浦尻 N 16 *2 大井 1.3 浦尻 0.85 0.57 0.49

評価対象期間：　110311-141009　. データ出典：　東電H23.3月期･H23-H25年報、H26①②四半期報.

1 MP-1 NNW 8.3 15.2 10.3 7.47 5.53

2 MP-2 NW 44.0 62.2 19.8 14.04 10.99

南相馬市

3 MP-3 WNW 44.7 47.9 24.7 17.46 13.44

4 MP-4 W 21.4 31.9 16.1 9.36 7.07

5 MP-5 WSW 84.5 53.8 25.5 16.99 11.72

6 MP-6 SW 101.6 125.3 43.5 13.76 6.93

7 MP-7 SSW 185.2 325.6 136.8 61.36 45.41

8 MP-8 S 175.6 317.8 143.8 86.01 63.56

9 郡山堂ﾉ上 N 3 7.6 13.2 9.6 7.70 5.52

10 長塚鬼木 NNW 5 10 3 11 1 7 5 5 13 4 09

東
電
・
福
島

敷地

境界

ＭＰ

双葉町10 長塚鬼木 NNW 5 10.3 11.1 7.5 5.13 4.09

11 山田西郷内 W 7 19.3 25.8 16.9 11.71 8.17

12 夫沢中央台 WNW 2 89.1 202.6 129.3 86.87 61.15

13 大熊町役場 WSW 5 20.7 48.9 24.9 17.18 13.60

14 SW 3 50.7 113.4 80.0 55.25 39.87

15 熊川緑ケ丘 SSW 4 51.1 104.4 72.1 48.84 38.87

16 熊川球麻川 S 3 35.4 76.6 53.8 35.77 28.07
大熊町

島
第
一

双葉町

大熊町

大熊町小入野東大和久

8 富岡町 仏浜釜田 S 10 *2 *2 2.7 2.25 (小浜) 3.33

9 SSW 11 6.9 18.5 17.9 3.72 2.08

10 上の町社宅 SSW 12 7.2 13.8 13.3 6.95 5.66

11 上郡山清水 SSW 13 6.2 13.8 13.3 6.78 5.64

12 上郡山上郡 SSW 13 5.8 11.7 11.4 6.02 4.81

13 上繁岡山根 SSW 13 4.2 7.0 6.8 2.43 1.98

14 井出浄光東 S 14 3.5 5.4 5.2 2.27 1.67
繁岡 坪

東

電

・

福

島

第

二

富岡町富岡第一中学校

富岡町

楢葉町

15 繁岡一丁坪 S 14 2.4 4.0 3.9 2.08 1.69

　（注）東京電力の積算線量測定結果(等)にも､同じ評価法を適用。　ﾊﾞｯｸｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ(BG)には原則として事故影響前の四半期全地点平均の配布

　　　　日数分を減算。　*1：半年分の測定結果から換算（従って、これよりはわずかに小さくなる。）　*2：津波流失で欠測。　*3：除染後の値（推定）

　　　　空気吸収線量(mGy)から実効線量への換算係数は「× 0.8 」。　生活線量への換算は屋外8時間、屋内16時間で遮蔽係数を「×0.4」と

　　　　している（即ち、全体として ×0.6 ）。

 年100mSv相当以上。  年50～100mSv相当。  年20～50mSv相当。  年20～50mSv相当。

 居住制限区域相当線量（年10～20mSv相当）  避難指示解除準備区域相当線量（年5～10mSv）

Table 18-3　空間放射線ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ結果の評価結果の まとめ　（その3 国設置ﾘｱﾙﾀｲﾑﾓﾆﾀ線量率）　H26評価

（H24 H25運用開始 国設置リアルタイムモ タ（市町村別） H27 1時点評価）

空間放射線ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ結果の評価結果の｢まとめ｣ (2)
20不自由な生活を強いられている地域の線量

　 　（H24-H25運用開始 国設置リアルタイムモニタ（市町村別）　H27.1時点評価）

介入基準以下
避難指示解除

準備区域
居住制限区域

モニタリング
区分

市町村名 読取日
ﾘｱﾙﾀｲﾑﾓﾆﾀ

設置数

１

μSv/h未満

１～１．９

μSv/h未満

１．９～３．８

μSv/h未満

３．８～９．５

μSv/h未満

９．５～１９

μSv/h未満
19μSv/h以上

各区分の線量率範囲の空間線量率*4が測定された地点数

帰還困難区域

区分 μ μ μ μ μ

南相馬市 217 216 0 1

飯館村 40 38 2

浪江町 90 43 11 23 11 2

双葉町 31 15 8 5 2 1

大熊町 36 4 5 13 9 5

H24-H25運用開始

国設置リアルタイム 大熊町 36 4 5 13 9 5

富岡町 66 40 10 13

楢葉町 42 42 0

葛尾村 21 19 0 2

川俣町 73 73 0

国設置リアルタイム

モニタ

（福島県内設置
総数 3,647）

H27.1.17

帰還可能 !!

田村市 136 136 0

川内村 33 33 0

（小計） 785 659 36 57 22 8 0

避難指示解除地域

Table 18-4　空間放射線ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ結果の評価結果の まとめ　（その４ 福島県周辺監視ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ線量率）

　　福島県周辺監視モニタリングポスト（元可搬型ポスト：市町村別）　H27.1時点評価

介入基準以下
避難指示解除

準備区域
居住制限区域

各区分の線量率範囲の空間線量率*4が測定された地点数

帰還困難区域

モニタリング
区分

市町村名 読取日
ﾘｱﾙﾀｲﾑﾓﾆﾀ

設置数

１

μSv/h未満

１～１．９

μSv/h未満

１．９～３．８

μSv/h未満

３．８～９．５

μSv/h未満

９．５～１９

μSv/h未満
19μSv/h以上

南相馬市 28 26 1 1

飯館村 25 25 0

浪江町 39 17 7 10 4 1

双葉町 16 7 5 2 1 1

大熊町 27 5 4 9 5 4

富岡町 36 25 6 5

楢葉町 22 22 0

葛尾村 11 10 0 1

福島県周辺監視
モニタリングポスト
（元可搬型ポスト）

（福島県内設置
総数 617）

H27.1.17

帰還可能 !!
葛尾村

川俣町 8 8 0

田村市 27 27 0

川内村 15 15 0

（小計） 254 187 23 28 10 6 0

避難指示解除地域



21212011.11.4 警察庁発表　東日本大震災･津波 被害状況

死者 行方不明 負傷者 家屋全壊 家屋半壊 一部損壊
福島原発事故

関連死者

警察活動体制：最大 5,500人

消防活動体制：最大 6 100人

人々の相対的ﾘｽｸの勘違い

関連死者

15,833人 3,671人 5,943人 120,095戸 188,154戸 593,281戸 なし

消防活動体制：最大 6,100人

自衛隊関係：最大約10万人

M9.0

リスク･危険度（損害）の指標 （災害･事件･事故の死亡者数等） ＜パニック的にならず、ヒステリックにならず、冷静に見つめること。＞

（災害･事件･事故等のリスク）

災害・事件・事故
死者数等

（人）
1 1 0 1 00 10 00 10 000 100 000 1000 000 1000 0000

（地震のマグニチュードなどとほぼ同様に､1桁間隔即ち10倍々々を１目盛（毎）に目盛った対数で表示）

冷静に･客観的に･科学的･相対的に捉えるあめに 22

（人）

1945-2001年 放射線事故・加速器/X線装置事故（計140件）死者 81
1945-2001年 原子炉事故・臨界事故（計29件）　死者 53
　うち　86年チェルノブイリ事故 死者（消防士等---職業被ばく） 47
　　同　ｳｸﾗｲﾅ～欧州 小児甲状腺がん発症後死亡（9～15人） 15
　　同　ｳｸﾗｲﾅ～欧州 小児甲状腺がん発症者数（99％以上回復） 4,837 （小児甲状腺がん発症者数）

う 事故 年 者

原
子
力
･

放

反省･教訓

　うち　JCO事故（99年） 死者 2
○福島第一原発事故　避難者（今回）　約 5万3千人 53,000 （７ヶ月後時点避難者数）

○福島第一原発事故起因死者（今回）　 0 　（初期4月社員被ばく100mSv超111人､最大678mSv,一般人42.2万人中15mSv超12人､最大25mSvを全て含め障害発現なし）

1950-2000年（51年間） 世界の航空機事故（計453件） 36,307

国内 労働災害（03年）死者 毎年ほぼ同数 但し漸減 1 628

放
射
線

国内 労働災害（03年）死者　　　　毎年ほぼ同数、但し漸減 1,628
交通事故 死者（08年）　　　　　　  毎年ほぼ同数、但し漸減 5,155
※ 福知山線事故　死者（07年） 107
※ 栃木クレーン車事故（11年６月）　児童6人死亡 6
※ 地下鉄サリン事件（95年）　死者13人、負傷者6,300人 13
※ 水俣病 認定患者 2,265人 1,456

人
為
災
害

公
反省 教訓※ イタイイタイ病 認定患者192人（推定死者＋100人） 188

※ 四日市大気汚染ぜんそく 認定患者 2,216人 946

福井地震（1948年）　死者 3,769
阪神大震災（95年）　死者 6,434
中国四川省大地震（08年）　死者 69,191自

害

病

反省･教訓

中国四川省大地震（ 年） 死者 ,
スマトラ島沖地震･津波（04年） 死者･行方不明30万人以上 300,000
ハイチ地震（10年） 230,000
関東大震災（1923年） 死者･行方不明 142,800
●東日本大震災・津波（今回）死者･行方不明（11月） 19,594
2011年9月台風12号に伴う紀伊半島新宮川水域豪雨災害 92

然
災
害

がん死者（08年）　　　　　　　　毎年ほぼ同数 309,543
　うち ※中皮腫 死者（07年）　　毎年ほぼ同数 1,068
全死亡数（08年）　　　　　　　　毎年ほぼ同数 1,014,951
熱中症（10年） 死者数／（（07年）907人／（09年）236人） 1,718
感染症（ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ）死者99年-1382人/03年-1171人/05年-1818人
食中毒患者 年 年 人 人

病
死
等

食中毒患者　2000年～2004年：27629人～43307人 死者最高18
自殺者（08年）　　　　　　　　　毎年ほぼ同数 32,249
世界の飢餓死（11年）　　　　　（／年） 15,000,000

▲広島原爆投下（45年）死者概数直後８万人･9～12万人又は14万人とも 140,000
▲長崎原爆投下（45年）　死者 74,000

原
爆

等

戦争：第2次世界大戦我国戦死者 概数 3,000,000

　（※：当時許せない･憎むべき事故と言われた事故･事件） （▲の核兵器使用･軍事利用と､平和利用の｢原子力･原子力発電｣は､同じ｢核｣でも混同してはならない。）

等

｢東電･福島原発がダメ･憎い･許せない｣ということと､冷静に･客観的に･科学的に･相対的にﾘｽｸを捉えることは異なる。

→ もし､誤解である｢原子力･放射能･放射線はﾀﾞﾒ､怖い･恐ろしい｣という思いにだけ直結するなら、更なる悪い大きな余波･ﾘｽｸを引き起こす。



国民の意識形成･心証形成 ： 核兵器使用･核兵器開発／（平和利用）原子力災害

広島原爆投下死者9-12万人 or 14万人

（爆風死 当初死者 8万人中の約60％） 1954年

冷静に !! 科学的に !! 客観的に !! 相対的に !! リスクを捉えるために

23

爆風 初 約

長崎水爆投下死者 7万4千人
（最右写真は､広島惨状･被ばく者画像）

1954年
第五福竜丸事件＝ビキニ被災事件

船員23名は全員被ばく、うち1名死亡

（右写真は､第五福竜丸画像･被ばく者画像)

広島惨状

ﾘﾄﾙﾎﾞｰｲ

（ 原 子 力 の兵器・軍 事 利 用 ↑ ） （ 原 子 力 の 平 和 利 用 ↓ ）

第五福竜丸 画像
被ばく者画像ﾌｧｯﾄﾏﾝ

放出量
職業人

最大 1mSv以下
1954‐56米英ソ開発から60年、

現在 約430基運転の中で

被ばく者画像
他に､5大国大気圏内核実験 約440回

1979年 3/28

ｽﾘｰﾏｲﾙ島 (TMI) 原発#2事故

損害 死者 なし／実質被ばく者なし

放出
希ガス：3.7×１０２ PBq)

放射性ヨウ素； 5.6×１０ －１ TBq
放射性ｾｼｳﾑ： 微

（ 131I 等価放出量： ）

最大 1mSv以下
全身 0.03mSv超 7人

最高 0.045 mSv
（従って0.03～0.045mSv) 

公衆

現在 約430基運転の中で

損害：死者 なし／実質被ばく者なし

（右写真は､TMIｻｲﾄ画像･炉心状態)

1986年 4/26

（ 131I 等価放出量： ‐ ‐ ） 公衆
（初期19日間） 周辺 １ｍSv以下
5ﾏｲﾙ内760人(Ave) 0.09mSv 

放出量

職業人
延べ数十万人･初期活動

TMIｻｲﾄ画像

炉心状態 避難民：8km圏内 幼児･妊婦

1986年 4/26 

ﾁｪﾙﾉﾌﾞｲﾙ 原発 #4事故

（安全系停止→暴走→火災･爆発）

損害：消防士等28人(3月以内)+
19人（その後））死亡＋

放出量
希ガス： 6.5×１０３ PBq

放射性ヨウ素； 1.76×１０３ PBq
放射性ｾｼｳﾑ： 1.4×１０２ PBq

延べ数十万人･初期活動
者499人中、放射線症患者237人、 うち

1‐2Gy 139人,  ∠2‐4Gy 53人,
4‐6Gy 23人, 6‐20Gy 22人

公衆
公 80 160mSv9人（その後））死亡

他に小児甲状腺がん→死亡 9‐15名

（右写真は､事故後のﾌﾟﾗﾝﾄ状況,
･炉心状態)

（ 131I 等価放出量： 5.2×10３ PBq ）
公 80‐160mSv

(国際ﾁｪﾙﾉﾌﾞｨﾘ計画評価 IPC  60‐130mSv)

職業人

事故後のﾌﾟﾗﾝﾄ画像

炉心状態
避難民：30km圏内 13万5千人

'04迄の小児甲状腺がん患者 は
4,837人 （このうち､99％以上は完治）

2011年 3/11

東電 福島第一原発 (#1‐#4)事故
（津波→冷却機能喪失→水素爆発）

損害：死者 なし／作業者被ばく→最右欄

放出量
希ガス： 1.1×１０４ PBq

放射性ヨウ素； 1.6×１０２ PBq
放射性ｾｼｳﾑ： 3.3×１０１ PBq

（131 等価放出量 2 ）

職業人
外部＋内部被ばくで100mSv超 111人
最高678mSv(外 88mSv, 内590mSv)

内部最大 590mSv（放射性ｾｼｳﾑによる）

公衆
最大 25 S 15 S 以上は12人損害：死者 なし／作業者被ばく→最右欄

住民：実質被ばく者なし

（右写真は､事故後のﾌﾟﾗﾝﾄ状況と視界)

（131I 等価放出量：3.7‐6.3×102PBq） 最大 25mSv, 15mSv以上は12人
42.2万人の殆どは 3mSv以下

内部最大 1mSv

事故後のﾌﾟﾗﾝﾄ画像

避難民：3年後時点で 8万4千人

‘99のJCO事故（死傷者3名）の作業者被ばく18Sv, 10Svの2名死亡、他の1名は6Sv 。**
一般では、消防署員3名を含む防災関係者60名で最大9.4mSv、住民避難実施。

住民207名中最大21mSv これら436人中79人が 5mSv以上の被ばく

A 放射線安全に関する国民から寄せられた声、 国民からの疑問・質問・指摘 （多くは誤解）

消費者庁、食品安全委員会、放医研、国立がんｾﾝﾀｰ、各種学会等に寄せられた延べ千数百件の ･･･
24

１．放射能と放射線は同じものか。 ２．人工の放射線や放射能は

自然のものと比べ危険ではないか

３． ICRPは放射線は「できるだけ

少なく と言 ており

A.放射線安全に関する国民から寄せられた声、 国民からの疑問 質問 指摘 （多くは誤解）

違うなら、

その違いが何に現れるのか。

自然のものと比べ危険ではないか。

今迄にないものが増えたではないか。

少なく」と言っており、

被ばくは「際限なく低い方がよい」

のではないか。

４．大江健三郎氏・瀬戸内寂聴氏・

のではないか。

６．放射能量（ベクレル数）が

大きければ
鎌田實氏を始め多くの有名人が

「放射能は「0」でなければならない」

５．被ばくのうち、内部被ばくが

特に危険なのではないか。

大きければ

危険が増すのではないのか。

と言っているではないか。

７ 放射線は まず急性障害 ８ 空気中ラドンの吸入による被ばく

微量でも蓄積が心配だ。

９ ｢汚染 も｢被ばく も人に影響７．放射線は、まず急性障害

が心配。

例え急性障害を引き起こさなくても、

８．空気中ラドンの吸入による被ばく

や、食品中や人体中の自然放射能

による被ばくは

９．｢汚染」も｢被ばく｣も人に影響

を与えることは同じで、

最終的には被ばくに繋がる例え急性障害を引き起 さなくても、

ガンを引き起こすのではないか。

による被ばくは

別次元の問題ではないか。

最終的には被ばくに繋がる

のではないか。

放射能 放射線 恵 点をもたらさず Ｂ 脱原子力１０．放射能・放射線は人に恩恵や利点をもたらさず、

危険なものでしかないのではないか。

Ｂ．脱原子力。 （1年間で約 1万件）

大飯3･4号運転再開反対。


